
�愛媛県条例第４６号
愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の一部

を改正する条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県税賦課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の

一部を改正する条例

（愛媛県県税賦課徴収条例の一部改正）

第１条 愛媛県県税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１

号）の一部を次のように改正する。

第４７条第２項中「、第１２条（自動車の使用の本拠の位置

が県外から県内に変更された場合に限る。以下同じ。）」

を削る。

附則第６条第２項中「１００分の１５」を「１００分の７．５」

に、「４万円」を「２万円」に改める。

附則第１６条第２項第１号中「附則第３５条の２第７項」を

「附則第３５条の２第６項」に改め、同項第２号及び第３号

中「附則第３５条の２第１０項」を「附則第３５条の２第９項」

に改める。

附則第１６条の２第１項中「附則第３５条の２の２第１項」

を「附則第３５条の２の３第１項」に改め、同条第２項中「

附則第３５条の２の２第５項」を「附則第３５条の２の３第４

項」に改める。

附則第２４条第３項中「第２条第１０項」を「第２条第１４項

」に改め、同条第４項中「（以下この項から第６項までに

おいて「排出ガス保安基準」という。）」を削り、「令」

を「バス、トラックその他の地方税法施行規則」に、「前

項」を「前２項」に、「平成１６年４月１日から平成１７年９

月３０日」を「平成１７年１０月１日から平成１８年３月３１日」に

、「、次の各号に掲げる自動車の区分に応じ当該各号に定

める率をそれぞれ」を「１００分の１を」に改め、同項各号

を削る。

（愛媛県森林環境税条例の一部改正）

第２条 愛媛県森林環境税条例（平成１６年愛媛県条例第４６号

）の一部を次のように改正する。

附則第１項に見出しとして「（施行期日）」を付する。

附則第２項の前に見出しとして「（経過措置）」を付し

、附則に次の２項を加える。

３ 平成１８年度分の個人の県民税に限り、前年の合計所得

金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月１日現

在において年齢６５歳以上であった者（地方税法等の一部

を改正する法律（平成１７年法律第５号）第１条の規定に

よる改正後の地方税法（以下「新法」という。）の施行

地に住所を有しない者を除く。）に係る第３条の規定の

適用については、同条中「県税条例第１３条第１項第１号

」とあるのは「県税条例第１３条第１項第１号及び愛媛県

県税賦課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改

正する条例（平成１７年愛媛県条例第４６号）附則第３項」

と、「同号に定める額に５００円」とあるのは「同項の規

定により読み替えて適用される同号に定める額に１００円

」とする。

４ 平成１９年度分の個人の県民税に限り、前年の合計所得

金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月１日現

在において年齢６５歳以上であった者（新法の施行地に住

所を有しない者を除く。）に係る第３条の規定の適用に

ついては、同条中「県税条例第１３条第１項第１号」とあ

るのは「県税条例第１３条第１項第１号及び愛媛県県税賦

課徴収条例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改正する

条例（平成１７年愛媛県条例第４６号）附則第５項」と、「
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同号に定める額に５００円」とあるのは「同項の規定によ

り読み替えて適用される同号に定める額に３００円」とす

る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年１月１日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例附則第２４条第３項の

改正規定 公布の日

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例附則第２４条第４項の

改正規定及び附則第８項の規定 平成１７年１０月１日

� 第１条中愛媛県県税賦課徴収条例第４７条第２項の改正

規定及び附則第７項の規定 平成１８年４月１日

（県民税に関する経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県県税賦課徴収条例（

以下「新条例」という。）附則第６条の規定は、平成１８年

度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成１７年

度分までの個人の県民税については、なお従前の例による

。

３ 平成１８年度分の個人の県民税の均等割に限り、前年の合

計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月１

日現在において年齢６５歳以上であった者（地方税法等の一

部を改正する法律（平成１７年法律第５号）第１条の規定に

よる改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新

法」という。）の施行地に住所を有しない者を除く。）に

係る新条例第１３条第１項の規定の適用については、同項第

１号中「１，０００円」とあるのは、「３００円」とする。

４ 県は、平成１８年度分の個人の県民税の所得割に限り、所

得割の納税義務者で、前年の合計所得金額が１２５万円以下

であり、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以

上であったものの所得割（新条例第１３条第３項に規定する

分離課税に係る所得割を除く。以下この項において同じ。

）については、新条例の規定中所得割に関する部分（新条

例第１６条を除く。）を適用した場合における所得割の額か

ら、当該額の３分の２に相当する額を控除するものとする

。この場合における新条例第１６条の規定の適用については

、同条中「前３条」とあるのは、「愛媛県県税賦課徴収条

例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改正する条例（平成

１７年愛媛県条例第４６号）附則第４項」とする。

５ 平成１９年度分の個人の県民税の均等割に限り、前年の合

計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月１

日現在において年齢６５歳以上であった者（新法の施行地に

住所を有しない者を除く。）に係る新条例第１３条第１項の

規定の適用については、同項第１号中「１，０００円」とある

のは、「６００円」とする。

６ 県は、平成１９年度分の個人の県民税の所得割に限り、所

得割の納税義務者で、前年の合計所得金額が１２５万円以下

であり、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以

上であったものの所得割（新条例第１３条第３項に規定する

分離課税に係る所得割を除く。以下この項において同じ。

）については、新条例の規定中所得割に関する部分（新条

例第１６条を除く。）を適用した場合における所得割の額か

ら、当該額の３分の１に相当する額を控除するものとする

。この場合における新条例第１６条の規定の適用については

、同条中「前３条」とあるのは、「愛媛県県税賦課徴収条

例及び愛媛県森林環境税条例の一部を改正する条例（平成

１７年愛媛県条例第４６号）附則第６項」とする。

（自動車税に関する経過措置）

７ 新条例第４７条第２項の規定は、平成１８年度以後の年度分

の自動車税について適用し、平成１７年度分までの自動車税

については、なお従前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

８ 新条例附則第２４条第４項の規定は、平成１７年１０月１日以

後の自動車の取得に対して課すべき自動車取得税について

適用し、同日前に行った第１条の規定による改正前の愛媛

県県税賦課徴収条例附則第２４条第４項に規定する自動車の

取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の

例による。
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�愛媛県条例第４７号
愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例等の

一部を改正する条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例

等の一部を改正する条例

（愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条例の

一部改正）

第１条 愛媛県過疎地域における県税の特別措置に関する条

例（昭和４５年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正

する。

第２条第１項中「平成１７年３月３１日」を「平成１９年３月

３１日」に改める。

（愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措置に

関する条例の一部改正）

第２条 愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措

置に関する条例（昭和６２年愛媛県条例第５号）の一部を次

のように改正する。

第２条第１項中「平成１７年３月３１日」を「平成１９年３月

３１日」に改める。

附則第２項中「平成１７年３月３１日」を「平成１８年３月３１

日」に改める。

（愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措

置に関する条例の一部改正）

第３条 愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特

別措置に関する条例（平成１４年愛媛県条例第４７号）の一部

を次のように改正する。

第２条第１項中「平成１７年３月３１日」を「平成１９年３月

３１日」に改める。

附則第２項中「平成１７年３月３１日」を「平成１８年３月３１

日」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用期日）

愛 媛 県 報平成１７年７月１９日 第１６７７号外１

２



２ 第１条の規定による改正後の愛媛県過疎地域における県

税の特別措置に関する条例の規定、第２条の規定による改

正後の愛媛県半島振興対策実施地域における県税の特別措

置に関する条例の規定及び第３条の規定による改正後の愛

媛県原子力発電施設等立地地域における県税の特別措置に

関する条例の規定は、平成１７年４月１日から適用する。

（申告期限の特例）

３ 第１条の規定による改正後の愛媛県過疎地域における県

税の特別措置に関する条例第５条の規定、第２条の規定に

よる改正後の愛媛県半島振興対策実施地域における県税の

特別措置に関する条例第４条の規定又は第３条の規定によ

る改正後の愛媛県原子力発電施設等立地地域における県税

の特別措置に関する条例第４条の規定による申告期限が、

この条例の施行の日から起算して２０日を経過する日までに

到来するものにあっては、これらの規定にかかわらず、同

日を申告期限とする。
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�愛媛県条例第４８号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例等の一部を改

正する条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例等の一部

を改正する条例

（愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例の一部改正

）

第１条 愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和

３９年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

別表第３を次のように改める。

別表第３（第１０条関係）

１ 愛媛県県民文化会館
２ 愛媛県生活文化センター
３ 愛媛県女性総合センター
４ 愛媛県体験型環境学習センター
５ 愛媛県宇和海自然ふれあい館
６ 愛媛県総合社会福祉会館
７ ファミリーハウスあい
８ 愛媛県母子福祉センター
９ 愛媛県立愛媛母子生活支援センター
１０ えひめこどもの城
１１ 愛媛県身体障害者福祉センター
１２ 愛媛県障害者更生センター
１３ 愛媛県視聴覚福祉センター
１４ 愛媛県在宅介護研修センター
１５ 愛媛国際貿易センター
１６ 愛媛県植物くん蒸所
１７ テクノプラザ愛媛
１８ 愛媛県産業情報センター
１９ 愛媛県物産観光センター
２０ えひめ森林公園

（愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する条例

の一部改正）

第２条 愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関する

条例（昭和３２年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改

正する。

第１条中「愛媛県教育委員会」の下に「（以下「教育委

員会」という。）」を加え、「別表」を「別表第１」に改

める。

第３条を第７条とし、第２条の次に次の４条を加える。

（指定管理者が管理を行う教育機関）

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項の規定に基づき教育委員会が指定する法人その他

の団体（以下「指定管理者」という。）に管理を行わせ

る教育機関は、別表第２のとおりとする。

（指定管理者の指定）

第４条 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の

団体は、その指定を受けて管理を行おうとする教育機関

ごとに、申請書に管理計画書その他教育委員会が定める

書類を添えて、教育委員会が定める期日までに教育委員

会に提出しなければならない。

２ 教育委員会は、前項の申請の手続について、あらかじ

め、公表しなければならない。

３ 教育委員会は、第１項の規定による申請があつたとき

は、当該申請に係る教育機関の管理を適正かつ確実に行

うことができると認められる法人その他の団体であつて

、当該教育機関の設置の目的を最も効果的かつ効率的に

達成することができると認められるものを選定し、議会

の議決を経て、指定管理者として指定するものとする。

（指定の公示等）

第５条 教育委員会は、指定管理者の指定をしたとき、又

はその指定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若し

くは一部の停止を命じたときは、当該指定管理者の名称

、住所その他の教育委員会が定める事項を公示しなけれ

ばならない。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の教育委員会が

定める事項を変更しようとするときは、変更しようとす

る日の２週間前までに、その旨を教育委員会に届け出な

ければならない。

３ 教育委員会は、前項の規定による届出があつたときは

、その旨を公示しなければならない。

（指定管理者の原状回復義務等）

第６条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、

又は指定を取り消されたときは、その管理をしなくなつ

た教育機関を直ちに原状に回復しなければならない。た

だし、教育委員会の承認を得たときは、この限りでない

。

２ 教育委員会は、指定管理者が故意又は過失により教育

機関を損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害

賠償を命ずることができる。

別表を別表第１とし、同表の次に次の１表を加える。

別表第２（第３条関係）

愛媛県武道館

（愛媛県漁港管理条例の一部改正）

第３条 愛媛県漁港管理条例（昭和３３年愛媛県条例第１０号）

の一部を次のように改正する。

第１８条を削る。

第１９条第４号中「第１７条第１項」を「前条第１項」に改

め、同条を第１８条とする。

第２０条を第１９条とし、第２１条から第２３条までを１条ずつ
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繰り上げる。

（愛媛県立都市公園条例の一部改正）

第４条 愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号

）の一部を次のように改正する。

第６条中「知事」の下に「又は第１５条第１項に規定する

指定管理者」を加える。

第７条第２項及び第３項を削る。

第１２条第２項及び第３項を削る。

第１５条を次のように改める。

（指定管理者による管理）

第１５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第３項の規定に基づき知事が指定する法人その他の団体

（以下「指定管理者」という。）に管理を行わせる都市

公園は、法第５条第１項の許可に係る公園施設を除く都

市公園（以下「管理公園」という。）とする。

２ 指定管理者は、次に掲げる業務を行わなければならな

い。

� 管理公園の運営に関すること。

� 第６条の規定による管理公園の利用の禁止又は制限

に関すること。

� 管理公園の利用の許可に関すること。

� 管理公園の利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）の収受に関すること。

� 管理公園の利用者への便宜の供与に関すること。

� 管理公園の利用の促進に関すること。

� 管理公園の施設、附属設備及び備品（以下「施設等

」という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

第１５条の次に次の１４条を加える。

（指定管理者の指定）

第１５条の２ 指定管理者の指定を受けようとする法人その

他の団体は、申請書に管理計画書その他知事が定める書

類を添えて、知事が定める期日までに知事に提出しなけ

ればならない。

２ 知事は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公

表しなければならない。

３ 知事は、第１項の規定による申請があつたときは、次

に掲げる基準により最も適切な管理を行うことができる

と認められる法人その他の団体を選定し、議会の議決を

経て、指定管理者として指定するものとする。

� 管理公園の適正かつ確実な管理を行うことができる

こと。

� 管理公園の設置の目的を最も効果的かつ効率的に達

成することができること。

� 管理公園の利用者の平等な利用を確保できるもので

あること。

� 前条第２項各号に掲げる業務について相当の知識及

び経験を有する者を当該業務に従事させることができ

ること。

（指定の公示等）

第１５条の３ 知事は、指定管理者の指定をしたとき、又は

その指定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命じたときは、当該指定管理者の名称、

住所その他の知事が定める事項を公示しなければならな

い。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の知事が定める

事項を変更しようとするときは、変更しようとする日の

２週間前までに、その旨を知事に届け出なければならな

い。

３ 知事は、前項の規定による届出があつたときは、その

旨を公示しなければならない。

（開園時間等）

第１５条の４ 管理公園の開園時間及び休園日は、別表３の

とおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、臨時に休園し、又は休園日に管理

公園を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要

があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、

同項の開園時間及び休園日を変更することができる。

（自由利用）

第１５条の５ 管理公園は、別表１に掲げる施設等及び管理

運営上支障がある施設等を除き、自由な利用に供する。

（入場の制限等）

第１５条の６ 指定管理者は、管理公園を利用する者が次の

各号のいずれかに該当すると認めるときは、管理公園へ

の入園を禁じ、その利用を制限し、又は退園を命ずるこ

とができる。管理公園の管理運営上やむを得ない理由が

あるときも、同様とする。

� 第３条又は第４条の規定に違反し、又は違反するお

それがあるとき。

� 管理公園の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき

。

� 管理公園の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅

失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第１５条の７ 別表１に掲げる施設等を利用しようとする者

は、指定管理者の定めるところにより、指定管理者の許

可を受けなければならない。これを変更しようとすると

きも、同様とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、管理

公園の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは

、その許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第１５条の８ 指定管理者は、別表１に掲げる施設等を利用

しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、前条第１項の許可をしないものとする。管理

公園の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様

とする。

� 管理公園の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 管理公園の施設等を滅失し、又は損傷するおそれが

あるとき。

（許可の取消し等）

第１５条の９ 指定管理者は、第１５条の７第１項の許可を受

けた者（以下「利用者」という。）が次の各号のいずれ
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かに該当すると認めるときは、その許可を取り消し、又

は利用を制限し、若しくは停止することができる。管理

公園の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様

とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に

従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第１５条の７第１項の許

可を受けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第１５条の７第２項の規定により付された条件に違反

したとき。

（利用料金の納付）

第１５条の１０ 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しな

ければならない。

２ 利用料金は、管理公園の利用の前に納付しなければな

らない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後

納させ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１５条の１１ 利用料金の額は、別表１に定める額の範囲内

で指定管理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、管理公園の公園施設に設置

されるシャワー、コインロッカーその他の附属設備の利

用料金の額は、１回につき５，０００円の範囲内で指定管理

者が定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは

、あらかじめ、知事の承認を受けなければならない。そ

の額を変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金

の額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１５条の１２ 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が管理公園の目的を達成するため

に利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が管理公園の施設等を利用する者の間の

均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１５条の１３ 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付

しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは

、この限りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理

由により利用が不能となつたとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得な

いと認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条の１４ 自己の責めに帰すべき理由により、管理公園

の施設等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、

又はそれによつて生じた損害を賠償しなければならない

。

（指定管理者の原状回復義務等）

第１５条の１５ 指定管理者は、その指定の期間が満了したと

き、又は指定を取り消されたときは、その管理をしなく

なつた管理公園を直ちに原状に回復しなければならない

。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。

２ 知事は、指定管理者が故意又は過失により管理公園を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を

命ずることができる。

第１６条中「前条」を「第１４条」に改める。

別表１を次のように改める。

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、

第１５条の１１関係）

有料公園施設の利用料金

都市公園名 種 類 単 位 金 額

道後公園 球戯場 １時間につき ３００円

終日 １，５１０円

駐車場 １台３０分につき １５０円

総合運動公

園

陸上競技場 １日につき ２８，８９０円

補助競技場 １日につき ７，３３０円

体育館 １日につき ４０，０５０円

補助体育館 １日につき １１，９２０円

テニスコー

ト

１面１日につき ２，２５０円

球技場 １日につき ９，６３０円

多目的広場 １日につき ３，６４０円

自由広場 １日につき ３，６４０円

相撲場 １日につき ５，４９０円

弓道場 １日につき １４，２２０円

とべ動物園 入園料

１人１回につき

４５０円

駐車場 １台１回につき １，１４０円

第１号南予

レクリエー

ション都市

公園

南楽園 入園料

１人１回につき

３００円

ローラース

ケート場

入場料

１人１回につき

４５０円

イベント広

場

１日につき ３，６４０円

オートキャ

ンプ場

１区画１回につき ９，４５０円

第３号南予

レクリエー

ション都市

公園

野球場 １日につき １４，２２０円

テニスコー

ト

１面１日につき ２，２５０円

多目的広場 １日につき ７，３３０円

屋内運動場 １日につき ６，８４０円

球技広場 １日につき ７，３３０円

キャンプ場 １人１回につき ３００円

宇和海展望

タワー

１人１回につき ６１０円

第４号南予

レクリエー

ション都市

公園

ゴーカート

場

レンタルゴーカー

ト

１台１周につき

４５０円

入場料

１人１回につき

６，０００円

テニスコー

ト

１面１日につき ２，２５０円

多目的広場 １日につき ７，３３０円
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第５号南予

レクリエー

ション都市

公園

テニスコー

ト

１面１日につき ２，２５０円

多目的広場 １日につき ３，６４０円

御荘プール １人１回につき ６１０円

第７号南予

レクリエー

ション都市

公園

ジャンボス

ライダー

１人１回につき ３００円

スロープカ

ー

１人１回につき １５０円

注１ 道後公園の球戯場の利用時間に１時間未満の端数
があるとき、又は利用時間が１時間に満たないときは
、１時間として計算する。
２ 道後公園の駐車場の利用時間に３０分未満の端数があ
るとき、又は利用時間が３０分に満たないときは、３０分
として計算する。
３ 入場料を徴収して有料公園（道後公園を除く。）の
有料公園施設を利用する場合の利用料金の額は、この
表に定める額に入場料収入額の５分の１の額を加算し
た額の範囲内で指定管理者が定める額とする。
４ 総合運動公園の陸上競技場の屋外の照明設備の利用
に係る電気料金については、実費を勘案して指定管理
者が定める額を徴収する。
５ ４に規定する照明設備以外の屋外の照明設備の利用
に係る電気料金については、実費を徴収する。
６ 総合運動公園の体育館の冷暖房の利用に係る電気料
金については、実費を徴収する。
７ 第４号南予レクリエーション都市公園のゴーカート
場の入場料は、レンタルゴーカートを利用する場合は
、徴収しない。

別表３を次のように改める。

別表３（第１５条の４関係）

管理公園の開園時間及び休園日

都市公園名 種 類 開園時間 休園日

道後公園 球戯場 午前９時

から午後

５時まで

１２月２９日から翌年

１月１日まで

湯築城資料館

武家屋敷

土塁展示室

１２月２９日から翌年

１月３日まで

駐車場 終日

総合運動公

園

補助競技場

球技場

相撲場

午前９時

から午後

５時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

自由広場

とべ動物園

月曜日（月曜日が

国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年

法律第１７８号）第

３条に規定する休

日（以下この項に

おいて「休日」と

いう。）に当たる

ときは、当該休日

の直後の休日でな

い日）及び１２月２９

日から翌年１月１

日まで

陸上競技場

体育館

補助体育館

午前９時

から午後

９時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

テニスコート

多目的広場

弓道場

駐車場 １２月２９日から翌年

１月１日まで

第１号南予

レクリエー

ション都市

公園

南楽園

ローラースケ

ート場

午前９時

から午後

５時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

イベント広場

オートキャン

プ場

終日 １１月１日から翌年

４月２４日まで

第３号南予

レクリエー

ション都市

公園

野球場

テニスコート

多目的広場

屋内運動場

午前９時

から午後

１０時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

球技広場

宇和海展望タ

ワー

紫電改展示館

こども動物園

午前９時

から午後

５時まで

キャンプ場 終日 ９月１日から翌年

６月３０日まで

第４号南予

レクリエー

ション都市

公園

ゴーカート場

多目的広場

午前９時

から午後

５時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

テニスコート 午前９時

から午後

１０時まで

第５号南予

レクリエー

ション都市

公園

テニスコート 午前９時

から午後

１０時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで多目的広場

御荘プール 午前９時

から午後

５時まで

９月１日から翌年

６月３０日まで

第６号南予

レクリエー

ション都市

公園

終日

第７号南予

レクリエー

ション都市

公園

ジャンボスラ

イダー

午前９時

から午後

５時まで

１２月２９日から翌年

１月３日まで

スロープカー

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、

第２条中愛媛県教育委員会所管の教育機関の設置等に関す

る条例第３条を同条例第７条とし、同条例第２条の次に４

条を加える改正規定（同条例第４条及び第５条に係る部分

に限る。）、第３条の規定及び第４条中愛媛県立都市公園

条例第１５条の次に１４条を加える改正規定（同条例第１５条の

２及び第１５条の３に係る部分に限る。）は、公布の日から

施行する。
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（愛媛県立都市公園条例の一部改正に伴う経過措置）

２ この条例の施行の際現に第４条の規定による改正前の愛

媛県立都市公園条例（以下「旧条例」という。）の規定に

より知事がした利用の許可その他の行為で現に効力を有す

るもの又は現に旧条例の規定により知事に対してされてい

る申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指定

管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以後

においては、第４条の規定による改正後の愛媛県立都市公

園条例中の相当する規定に基づいて指定管理者がした利用

の許可その他の行為又は指定管理者に対してされた申請そ

の他の行為とみなす。

３ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

�������
�愛媛県条例第４９号
愛媛県女性総合センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県女性総合センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県女性総合センター（以下「セン

ター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（業務）

第２条 センターは、女性の社会参加の促進、能力の開発等

を通じて男女共同参画の推進を図るために必要な次に掲げ

る業務を行う。

� 各種の研修及び相談並びに学習の機会の提供に関する

こと。

� 情報の収集及び提供に関すること。

� 女性の文化活動、地域活動等への援助に関すること。

� 各種の行事又は集会に必要な施設の提供に関すること

。

� その他必要な業務

２ 前項に定めるもののほか、センターは、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成１３年法律第

３１号）に規定する配偶者暴力相談支援センターとして次に

掲げる業務を行う。

� 被害者に関する各般の問題についての相談に関するこ

と。

� 被害者の心身の健康を回復させるための医学的又は心

理学的な指導その他の必要な指導に関すること。

� 被害者に対する情報の提供その他の援助に関すること

。

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条に規定する業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用時間）

第４条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時まで

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、センターの施設のうち、別表

に掲げる施設の利用時間は、午前９時から午後９時までと

する。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、前２

項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 月曜日（月曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」と

いう。）に当たるときは、その翌日）

� 休日

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで（休

日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（自由利用）

第６条 センターは、別表に掲げる施設及び管理運営上支障

がある施設等を除き、自由な利用に供する。

（禁止行為）

第７条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしては

ならない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限り

でない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

２ 前項の規定は、第９条第１項の許可を受けた者（以下「

利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適

用しない。

（入館の制限等）

第８条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、センターへの入館を

禁じ、その利用を制限し、又は退館を命ずることができる

。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、

同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失
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し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第９条 別表に掲げる施設を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第１０条 指定管理者は、別表に掲げる施設を利用しようとす

る者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前

条第１項の許可をしないものとする。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１１条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。センターの管理運

営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第９条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第９条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１２条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければなら

ない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１３条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管

理者が定める額とする。

２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１４条 指定管理者は、次の各号に掲げるときは、利用料金

を減免することができる。

� 県がセンター又は愛媛県生活センターの目的を達成す

るために利用するとき。

� 指定管理者がセンターの目的を達成するために利用す

るとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均

衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１５条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１６条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１７条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県女性総合センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県女性総合センター使用料条例（昭和６２年愛媛県条

例第２７号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表（第４条、第６条、第９条、第１０条、第１３条関係）

区 分 単 位 金 額

多目的ホール １時間につき ５，９８０円

研修室 １時間につき ２，５２０円

視聴覚室 １時間につき １，３６０円

円卓会議室 １時間につき １，０８０円

第１会議室 １時間につき １，２４０円

第２会議室 １時間につき ７６０円

レクリエーション室 １時間につき ２，１８０円

和室 １時間につき １，５２０円

茶室 １時間につき ５００円

作業室 １時間につき ４００円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、そ

の端数を１時間として計算する。

２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として

計算する。

�������
�愛媛県条例第５０号
愛媛県個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。
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平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県個人情報保護条例の一部を改正する条例

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１号中「監査委員」の下に「、公安委員会、警察

本部長」を加える。

第７条第３項第３号中「前２号」を「前３号」に改め、同

号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。

� 犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行そ

の他の公共の安全と秩序の維持に関する事務

第７条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加

える。

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、公安委員会又は

警察本部長は、第１項第５号若しくは第６号に掲げる事項

の一部若しくは全部を登録簿に記載し、又は個人情報取扱

事務について登録簿に登録することにより、当該個人情報

取扱事務の性質上、その適正な遂行に著しい支障を及ぼす

おそれがあると認めるときは、その事項の一部若しくは全

部を登録簿に記載せず、又はその個人情報取扱事務につい

て登録簿に登録しないことができる。

第８条第２項中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１

号を加える。

� 犯罪の予防、鎮圧又は捜査、被疑者の逮捕、交通の取

締りその他公共の安全と秩序の維持（以下「犯罪の予防

等」という。）を目的とするとき。

第８条第３項ただし書を次のように改める。

ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 法令等の規定に基づくとき。

� 犯罪の予防等を目的とするとき。

� 前２号に掲げる場合のほか、審査会の意見を聴いた上

で、個人情報取扱事務の目的を達成するために当該個人

情報が必要であり、かつ、欠くことができないと実施機

関が認めるとき。

第９条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加

える。

� 犯罪の予防等を目的とするとき。

第１０条第２項中「法令等の規定に基づくとき、又は審査会

の意見を聴いた上で、公益上の必要があり、かつ、個人の権

利利益を侵害するおそれがないと実施機関が認めるときに限

り」を「次の各号のいずれかに該当するときは」に改め、同

項に次の各号を加える。

� 法令等の規定に基づくとき。

� 犯罪の予防等を目的とするとき。

� 国の機関、独立行政法人等（独立行政法人等の保有す

る個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）

第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同

じ。）、他の地方公共団体又は地方独立行政法人（地方

独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項

に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）に提

供するとき。

� 前３号に掲げる場合のほか、審査会の意見を聴いた上

で、公益上の必要があり、かつ、個人の権利利益を侵害

するおそれがないと実施機関が認めるとき。

第１７条第２項第１号ア中「法令」を「法令等」に改め、同

号ウ中「（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する独立

行政法人等をいう。以下同じ。）」及び「（地方独立行政法

人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）」を削り、「おそれがあ

る場合」の下に「又は当該公務員等が、そのおそれがあるも

のとして公安委員会規則で定める職にある警察職員である場

合」を加え、同項第５号中「又は捜査」を「、鎮圧又は捜査

、公訴の維持、刑の執行」に改める。

第４１条中「（以下「諮問実施機関」という。）」を削る。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県条例第５１号
愛媛県宇和海自然ふれあい館管理条例を次のように公布す

る。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県宇和海自然ふれあい館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県宇和海自然ふれあい館（以下「

自然ふれあい館」という。）の管理に関し必要な事項を定

めるものとする。

（業務）

第２条 自然ふれあい館は、次に掲げる業務を行う。

� 足摺宇和海国立公園の自然に関する情報の提供に関す

ること。

� 休憩及び交流の場の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 自然ふれあい館の指定管理者（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事

が指定する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」

という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 自然ふれあい館の利用の促進に関すること。

� 自然ふれあい館の施設、附属設備及び備品（以下「施

設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間等）

第４条 自然ふれあい館の開館時間は、午前９時から午後６

時までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、展示室を除く施設等は、終日

利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、第１

項の開館時間及び前項の利用時間を変更することができる

。

（自由利用）

第５条 自然ふれあい館は、管理運営上支障がある施設等を
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除き、自由な利用に供する。

（禁止行為）

第６条 自然ふれあい館を利用する者は、次に掲げる行為を

してはならない。ただし、知事の許可を受けた場合は、こ

の限りでない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、自然ふれあい館を利用する者が次の

各号のいずれかに該当すると認めるときは、自然ふれあい

館への入館を禁じ、その利用を制限し、又は退館を命ずる

ことができる。自然ふれあい館の管理運営上やむを得ない

理由があるときも、同様とする。

� 前条の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき

。

� 自然ふれあい館の秩序を乱し、又は乱すおそれがある

とき。

� 自然ふれあい館の施設等を滅失し若しくは損傷し、又

は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（損害賠償等）

第８条 自己の責めに帰すべき理由により、自然ふれあい館

の施設等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又

はそれによって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第９条 この条例に定めるもののほか、自然ふれあい館の管

理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県条例第５２号
愛媛県総合社会福祉会館管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県総合社会福祉会館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県総合社会福祉会館（以下「会館

」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする

。

（業務）

第２条 会館は、次に掲げる業務を行う。

� 福祉に関する情報の提供、相談及び研修に関すること

。

� 介護に関する知識、技術及び機器の普及に関すること

。

� 福祉に関するボランティア活動の促進に関すること。

� 各種の行事又は集会に必要な施設の提供に関すること

。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 会館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）

は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条第２号、第４号及び第５号に掲げる業務の実施に

関すること。

� 会館の利用の許可に関すること。

� 会館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

の収受に関すること。

� 会館の利用の促進に関すること。

� 会館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」とい

う。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間等）

第４条 会館の開館時間は、午前９時から午後５時までとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１に掲げる施設は、午

前９時から午後９時まで利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、第１

項の開館時間及び前項の利用時間を変更することができる

。

（休館日）

第５条 会館の休館日は、１月１日から３日まで及び１２月２９

日から３１日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に会館を利

用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる業務は、

それぞれ当該各号に定める日には行わない。

� 第２条第１号の業務 日曜日、土曜日及び国民の祝日

に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定す

る休日（以下「休日」という。）

� 第２条第２号の業務 月曜日（月曜日が休日に当たる

ときは、当該休日の直後の休日でない日）及び休日

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特

に必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得

て、第１項の休館日及び前項第２号の業務を行わない日を

変更することができる。

（自由利用）

第６条 会館は、別表第１に掲げる施設及び管理運営上支障

がある施設等を除き、自由な利用に供する。

（禁止行為）

第７条 会館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置
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２ 前項の規定は、第９条第１項の許可を受けた者（以下「

利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適

用しない。

（入館の制限等）

第８条 指定管理者は、会館を利用する者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、会館への入館を禁じ、そ

の利用を制限し、又は退館を命ずることができる。会館の

管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� 会館の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 会館の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若

しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第９条 別表第１に掲げる施設を利用しようとする者は、指

定管理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受け

なければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、会館の

管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許

可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第１０条 指定管理者は、別表第１に掲げる施設を利用しよう

とする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは

、前条第１項の許可をしないものとする。会館の管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 会館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 会館の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあると

き。

（許可の取消し等）

第１１条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。会館の管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第９条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第９条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１２条 利用者（別表第２に掲げる施設を利用する者に限る

。第１５条において同じ。）は、利用料金を指定管理者に納

付しなければならない。

２ 利用料金は、会館の利用の前に納付しなければならない

。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、

又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１３条 利用料金の額は、別表第２に定める額の範囲内で指

定管理者が定める額とする。

２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１４条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が会館の目的を達成するために利用

するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が会館の施設等を利用する者の間の均衡を

失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１５条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 利用者が、利用日の７日前までに利用の取消しを申し

出て、指定管理者がやむを得ないと認めたとき。

（損害賠償等）

第１６条 自己の責めに帰すべき理由により、会館の施設等を

滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによ

って生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１７条 この条例に定めるもののほか、会館の管理に関し必

要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県総合社会福祉会館使用料条例の廃止）

２ 愛媛県総合社会福祉会館使用料条例（平成６年愛媛県条

例第２６号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表第１（第４条、第６条、第９条、第１０条関係）

１ 多目的ホール
２ 研修室
３ 視聴覚室
４ 会議室
５ 円卓会議室
６ ボランティア活動交流室

別表第２（第１２条、第１３条関係）

区 分 単 位 金 額
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多目的ホール １日につき ２１，１９０円

研修室 １日につき １５，４７０円

視聴覚室 １日につき １０，３２０円

会議室 １室１日につき １０，３２０円

円卓会議室 １日につき ７，５４０円
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�愛媛県条例第５３号
ファミリーハウスあい管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

ファミリーハウスあい管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、ファミリーハウスあい（以下「ファミ

リーハウス」という。）の管理に関し必要な事項を定める

ものとする。

（業務）

第２条 ファミリーハウスは、次に掲げる業務を行う。

� 長期にわたり医療施設において療養を必要とする児童

の家族等に対する宿泊及び休養の施設の提供に関するこ

と。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 ファミリーハウスの指定管理者（地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知

事が指定する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者

」という。）は、次に掲げる業務を行わなければならない

。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� ファミリーハウスの利用の許可に関すること。

� ファミリーハウスの利用に係る料金（以下「利用料金

」という。）の収受に関すること。

� ファミリーハウスの利用の促進に関すること。

� ファミリーハウスの施設、附属設備及び備品（以下「

施設等」という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用時間）

第４条 ファミリーハウスの利用時間は、次の各号に掲げる

利用の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。

� 宿泊室の宿泊利用 午後４時から翌日の午前９時まで

� 宿泊室の休憩利用 午前９時３０分から午後３時３０分ま

で

� プレイルームの利用 午前８時３０分から午後９時まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

利用時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 ファミリーハウスの休館日は、１月１日から３日ま

で及び１２月２９日から３１日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にファミリ

ーハウスを利用させることができる。

（利用の制限等）

第６条 指定管理者は、ファミリーハウスを利用する者が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その利用を

制限し、又は退去を命ずることができる。ファミリーハウ

スの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とす

る。

� ファミリーハウスの秩序を乱し、又は乱すおそれがあ

るとき。

� ファミリーハウスの施設等を滅失し若しくは損傷し、

又は滅失し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� ファミリーハウスの職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第７条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

� 宿泊室

� 指定管理者があらかじめ知事の承認を得て定める附属

設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、ファミ

リーハウスの管理運営上又は公益上必要があると認めると

きは、その許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第８条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利

用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、同項の許可をしないものとする。ファミリーハ

ウスの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様と

する。

� ファミリーハウスの秩序を乱すおそれがあるとき。

� ファミリーハウスの施設等を滅失し、又は損傷するお

それがあるとき。

（許可の取消し等）

第９条 指定管理者は、第７条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し

、若しくは停止することができる。ファミリーハウスの管

理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又はファミリーハウスの職員の指

示に従わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第７条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第７条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１０条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、ファミリーハウスの利用の前に納付しなけ

ればならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは

、後納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１１条 利用料金の額は、次の各号に掲げる利用の区分に応

じ、当該各号に定める額の範囲内で指定管理者が定める額
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とする。

� 宿泊室の宿泊利用 １室１人１泊につき ２，０００円

� 宿泊室の休憩利用 １室１人１回につき １，０００円

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備

及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が

定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１２条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がファミリーハウスの目的を達成す

るために利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がファミリーハウスの施設等を利用する者

の間の均衡を失しない範囲内において適当と認めるとき

。

（利用料金の不還付）

第１３条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１４条 自己の責めに帰すべき理由により、ファミリーハウ

スの施設等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、

又はそれによって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１５条 この条例に定めるもののほか、ファミリーハウスの

管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（ファミリーハウスあい利用料金条例の廃止）

２ ファミリーハウスあい利用料金条例（平成１５年愛媛県条

例第２３号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした利用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。
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�愛媛県条例第５４号
愛媛県母子福祉センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県母子福祉センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県母子福祉センター（以下「セン

ター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 母子家庭の生活その他各種相談に関すること。

� 母子家庭の生業指導に関すること。

� 母子家庭の母及び児童の就業に必要な知識技能の習得

に関すること。

� 雇用情報の収集、提供その他母子家庭の母及び児童の

就職に関し必要な支援を行うこと。

� 母子家庭の母がセンターを利用する間の児童の保育に

関すること。

� その他母子寡婦福祉事業に関すること。

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

� 母子家庭の母及び児童

� 寡婦

� その他指定管理者が適当と認める者

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時まで

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

利用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 日曜日及び土曜日

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで（前

号に掲げる日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（利用の制限等）
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第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、その利用を制限し、

又は退去を命ずることができる。センターの管理運営上や

むを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 センターの施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、センターの施設等を利用しようとす

る者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前

条第１項の許可をしないものとする。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、第８条第１項の許可を受けた者が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を

取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することがで

きる。センターの管理運営上やむを得ない理由があるとき

も、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（損害賠償等）

第１１条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１２条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県条例第５５号
愛媛県立愛媛母子生活支援センター管理条例を次のように

公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立愛媛母子生活支援センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県立愛媛母子生活支援センター（

以下「センター」という。）の管理に関し必要な事項を定

めるものとする。

（業務）

第２条 センターは、配偶者のない女子又はこれに準ずる事

情にある女子及びその者の監護すべき児童の保護及び生活

の支援に関し、次に掲げる業務を行う。

� 入所による保護に関すること。

� 就労、家庭生活及び児童の養育に関する相談、助言等

生活指導に関すること。

� 自立の促進のために必要な生活の支援に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（入所者）

第４条 センターに入所することができる者は、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第２３条第１項本文の規定による

保護の実施の必要があると認められる配偶者のない女子又

はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児

童とする。

（禁止行為）

第５条 センターに入所している者（以下「入所者」という

。）は、次に掲げる行為をしてはならない。

� 居室を他人に貸与し、又は他の目的に使用すること。

� 指定管理者の許可なく同居者を置くこと。

� センターの風紀秩序を乱し、又は他人に迷惑を及ぼす

行為をすること。

� その他知事が禁止する行為

（母子保護の実施の解除の依頼）

第６条 知事は、入所者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、母子保護の実施者に対し母子保護の実施の

解除を依頼することができる。

� 前条各号に掲げる行為をしたとき。

� 自立しようとする意欲が認められないとき。

� その他入所を継続することが不適当と認められるとき

。

（管理上の措置）

第７条 指定管理者は、センターの管理上必要があると認め

るときは、室内の検査を行い、入所者に対し、適当な措置

をとるよう指示し、又はこれを行うことができる。

（損害賠償等）

第８条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）
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第９条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県条例第５６号
愛媛県身体障害者福祉センター管理条例を次のように公布

する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県身体障害者福祉センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県身体障害者福祉センター（以下

「センター」という。）の管理に関し必要な事項を定める

ものとする。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 身体障害者の更生のために必要な各種相談に関するこ

と。

� 身体障害者の社会活動への参加及び自立を促進するた

めに必要な機能回復、補装具装着等の訓練に関すること

。

� 身体障害者の健康の増進を図るために必要なスポーツ

及びレクリエーションの指導に関すること。

� 身体障害者の福祉の増進を図るために必要な施設の提

供に関すること。

� その他身体障害者福祉事業に関すること。

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

� 身体障害者及びその介助者

� その他指定管理者が適当と認める者

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、次の各号に掲げる施設の区

分に応じ、当該各号に定める時間とする。

� 本館及び運動場 午前９時から午後５時まで

� 体育館 午前９時から午後９時まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

利用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日

� １月１日から４日まで及び１２月２８日から３１日まで（前

号に掲げる日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（利用の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、その利用を制限し、

又は退去を命ずることができる。センターの管理運営上や

むを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 センターの施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、センターの施設等を利用しようとす

る者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前

条第１項の許可をしないものとする。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、第８条第１項の許可を受けた者が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その許可を

取り消し、又は利用を制限し、若しくは停止することがで

きる。センターの管理運営上やむを得ない理由があるとき

も、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（損害賠償等）

第１１条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）
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第１２条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際知事がした利用の承認その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。
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�愛媛県条例第５７号
愛媛県障害者更生センター管理条例を次のように公布する

。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県障害者更生センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県障害者更生センター（以下「セ

ンター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 宿泊、休養等の施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

� 障害者及びその介助者

� その他指定管理者が適当と認める者

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、次の各号に掲げる利用の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間とする。

� 宿泊室の宿泊利用 到着の日の午後３時から出発の日

の午前１０時まで

� 宿泊室の休憩利用 午前１０時から午後３時まで

� 大広間の利用 午前９時から午後９時まで

� 会議室の利用 午前９時から午後５時まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

利用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、臨

時に休館することができる。

（利用の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、センターの利用を制

限し、又は退去を命ずることができる。センターの管理運

営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 センターの施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、センターの施設等を利用しようとす

る者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前

条第１項の許可をしないものとする。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、第８条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し

、若しくは停止することができる。センターの管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、センターの利用後速やかに納付しなければ

ならない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、前

納させ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管

理者が定める額とする。
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２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために

利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均

衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県障害者更生センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県障害者更生センター使用料条例（昭和５８年愛媛県

条例第１８号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の承認その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表（第１２条関係）

区 分 単 位

金 額

障害者及び

その介助者
その他の者

宿

泊

室

宿泊利用 １室１人１泊

につき

３，９００円 ４，８００円

休憩利用 １室１人１回

につき

６００円 １，０００円

大広間 １回につき ９，０００円 １８，０００円

備考１ この表に定める利用料金には、食事料金を含ま

ない。

２ 介助者としてこの表に定める利用料金が適用さ

れる者の数は、障害者１人につき２人までとする

。
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�愛媛県条例第５８号
愛媛県視聴覚福祉センター管理条例を次のように公布する

。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県視聴覚福祉センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県視聴覚福祉センター（以下「セ

ンター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 点字図書館に関すること。

� 点字図書及び視覚障害者用の録音物の製作並びに点字

出版に関すること。

� 聴覚障害者情報提供施設に関すること。

� 聴覚障害者用の録画物の製作に関すること。

� 視聴覚障害者の各種相談に関すること。

� 点訳奉仕員等の養成その他視聴覚障害者の福祉に関す

るボランティア活動の促進に関すること。

� 視聴覚障害者の文化活動の支援に関すること。

� 視覚障害者の生活訓練（以下「生活訓練」という。）

に関すること。

	 各種の行事又は集会に必要な施設の提供に関すること

。


 その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

� 視聴覚障害者

� 視聴覚障害者の福祉に関係のある者

� その他指定管理者が適当と認める者

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時まで
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とする。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１に掲げる施設の利用

時間は、午前９時から午後９時までとする。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、前２

項の利用時間を変更することができる。

（休館日）

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日

� １月１日から４日まで及び１２月２８日から３１日まで（前

号に掲げる日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（利用の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、その利用を制限し、

又は退去を命ずることができる。センターの管理運営上や

むを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（点字図書館等の利用方法）

第８条 点字図書館の点字図書及び視覚障害者用の録音物（

以下「点字図書等」という。）の利用方法は、館内利用及

び館外貸出しの２種とする。

２ 点字図書館を利用しようとする者は、指定管理者の登録

を受け、点字図書等を指定管理者が定める利用方法に従っ

て利用しなければならない。

３ 前２項の規定は、聴覚障害者情報提供施設の聴覚障害者

用の録画物の利用について準用する。

（利用の許可）

第９条 別表第１に掲げる施設を利用しようとする者及び指

定管理者が定める機器を館外で利用しようとする者は、指

定管理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受け

なければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第１０条 指定管理者は、別表第１に掲げる施設を利用しよう

とする者及び指定管理者が定める機器を館外で利用しよう

とする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは

、前条第１項の許可をしないものとする。センターの管理

運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１１条 指定管理者は、第９条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し

、若しくは停止することができる。センターの管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第９条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第９条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（生活訓練）

第１２条 生活訓練の定員その他生活訓練の実施に関し必要な

事項は、指定管理者が知事の承認を得て定め、これを公表

しなければならない。

２ 指定管理者は、選考により、訓練生を決定するものとす

る。

（利用料金の納付）

第１３条 別表第２に掲げる施設を利用する利用者及び生活訓

練を受ける者（以下「利用者等」という。）は、利用料金

を指定管理者に納付しなければならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければなら

ない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せることができる。

３ 前項の規定にかかわらず、生活訓練を受ける場合の利用

料金は、毎月末日までにその月分を納付しなければならな

い。

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１４条 利用料金の額は、別表第２に定める額の範囲内で指

定管理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、視覚障害者が生活訓練を受け

る場合の利用料金の額は、身体障害者更生施設の入所者又

はその扶養義務者に係る身体障害者福祉法（昭和２４年法律

第２８３号）第１７条の１０第２項第２号に掲げる厚生労働大臣

が定める基準の例により算定した額の合計額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１５条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために

利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均

衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）
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第１６条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者等の責めに帰することができない理

由により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１７条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１８条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県視聴覚福祉センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県視聴覚福祉センター使用料条例（平成７年愛媛県

条例第４０号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表第１（第５条、第９条、第１０条関係）

１ 多目的ホール
２ 和室
３ 会議室
４ 試写室
５ 太鼓練習室
６ ボランティアルーム
７ 調理実習室
８ 研修室

別表第２（第１３条、第１４条関係）

区 分 単 位 金 額

多目的ホール １日につき ３１，５００円

和室 １日につき ２１，０００円

会議室 １日につき １２，６００円

試写室 １日につき １０，５００円
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�愛媛県条例第５９号
愛媛国際貿易センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛国際貿易センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛国際貿易センター（以下「センタ

ー」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 国際見本市、展示会等の開催に必要な施設の提供に関

すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間等）

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後９時まで

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、立体駐車場は、午前７時から

午後１０時まで利用することができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、第１

項の開館時間及び前項の利用時間を変更することができる

。

（休館日）

第５条 センターの休館日は、１月１日から３日まで及び１２

月２９日から３１日までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（入館の制限等）

第６条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、センターへの入館を

禁じ、その利用を制限し、又は退館を命ずることができる

。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、

同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第７条 別表第１及び別表第２に掲げる施設等を利用しよう

とする者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理

者の許可を受けなければならない。これを変更しようとす

るときも、同様とする。
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２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第８条 指定管理者は、別表第１及び別表第２に掲げる施設

等を利用しようとする者が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、前条第１項の許可をしないものとする。

センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同

様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第９条 指定管理者は、第７条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限

し、若しくは停止することができる。センターの管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第７条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第７条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１０条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければなら

ない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１１条 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額

の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１２条 指定管理者は、知事が特に必要があると認めて指示

するとき、又はセンターの施設等を利用する者の間の均衡

を失しない範囲内において適当と認めるときは、利用料金

を減免することができる。

（利用料金の不還付）

第１３条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１４条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１５条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛国際貿易センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛国際貿易センター使用料条例（平成７年愛媛県条例

第３０号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表第１（第７条、第８条、第１１条関係）

区 分 単 位 金 額

大展示場 １日につき ８８３，５２０円

小展示場 １日につき ３７１，５７０円

屋外展示場 １日につき １２８，４４０円

会議室 １室１日につき ８４，４００円

備考１ 入場料を徴収する場合の利用料金の額は、この

表に定める額に２を乗じて得た額の範囲内で指定

管理者が定める額とする。

２ 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の

利用料金の額は、１時間（利用時間に１時間未満

の端数があるとき、又は利用時間が１時間に満た

ないときは、１時間とする。）につき、この表に

定める額（入場料を徴収する場合は、この表に定

める額に２を乗じて得た額）の１時間当たりの額

に１．２ を乗じて得た額を加算した額の範囲内で指

定管理者が定める額とする。

３ 大展示場及び小展示場の利用に係る電気料金、

ガス料金及び水道料金（照明及び冷暖房設備に係

るものを除く。）については、実費を徴収する。

別表第２（第７条、第８条、第１１条関係）

区 分 単 位 金 額

指定管理者が定める

附属設備及び備品

１点又は１式１日につ

き

２２，４２０円

冷暖房設備 １時間につき ２４，７７０円

立体駐車場 １台１時間につき １５０円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、そ

の端数を１時間として計算する。

２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として

計算する。
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�愛媛県条例第６０号
愛媛県植物くん蒸所管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県植物くん蒸所管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県植物くん蒸所（以下「くん蒸所

」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする

。

（業務）

第２条 くん蒸所は、次に掲げる業務を行う。

� 輸出入植物のくん蒸に必要な施設の提供に関すること

。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 くん蒸所の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� くん蒸所の使用の許可に関すること。

� くん蒸所の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（使用時間）

第４条 くん蒸所の使用時間は、終日とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

使用時間を変更することができる。

（休所日）

第５条 指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あ

らかじめ知事の承認を得て、臨時に休所することができる

。

（使用の許可）

第６条 くん蒸所の施設を使用しようとする者は、指定管理

者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけれ

ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする

。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、くん蒸

所の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第７条 指定管理者は、くん蒸所を使用しようとする者が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項

の許可をしないものとする。くん蒸所の管理運営上やむを

得ない理由があるときも、同様とする。

� くん蒸所の秩序を乱すおそれがあるとき。

� くん蒸所の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第８条 指定管理者は、第６条第１項の許可を受けた者（以

下「使用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は使用を制限し

、若しくは停止することができる。くん蒸所の管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第６条第１項の許可を受

けたとき。

� 第６条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（使用料の納付）

第９条 使用者は、使用料を納付しなければならない。

２ 使用料は、くん蒸所の使用の前に納付しなければならな

い。ただし、知事が必要と認めるときは、後納させること

ができる。

（使用料の額）

第１０条 使用料の額は、くん蒸庫１室の使用１回につき、１４

，４００円の範囲内で規則で定める額とする。

（使用料の減免）

第１１条 知事は、特に必要と認める者に対しては、その使用

料を減免することができる。

（使用料の不還付）

第１２条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。

� 天災その他使用者の責めに帰することができない理由

により使用が不能となったとき。

� 使用者が使用日の前日までに使用の取消しを申し出て

、知事がやむを得ないと認めたとき。

（損害賠償等）

第１３条 自己の責めに帰すべき理由により、くん蒸所の施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１４条 この条例に定めるもののほか、くん蒸所の管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県植物くん蒸所使用料条例の廃止）

２ 愛媛県植物くん蒸所使用料条例（平成１０年愛媛県条例第

９号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした使用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

�������
�愛媛県条例第６１号
テクノプラザ愛媛管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

テクノプラザ愛媛管理条例
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（趣旨）

第１条 この条例は、テクノプラザ愛媛（以下「プラザ」と

いう。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 プラザは、次に掲げる業務を行う。

� 企業の技術の高度化及び新たな事業の創出の支援並び

に先端技術に関する知識の普及を図るために必要な各種

の情報提供に関すること。

� 研究開発、研修、交流又は創業に必要な施設等の提供

に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 プラザの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定す

る法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。

）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務（同条第１号に掲げる業務のう

ち知事が定める業務を除く。）の実施に関すること。

� プラザの利用の許可に関すること。

� プラザの利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）の収受に関すること。

� プラザの利用の促進に関すること。

� プラザの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」と

いう。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用時間）

第４条 プラザの利用時間は、午前９時から午後５時までと

する。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる施設の利用

時間は、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。

� 別表第１に掲げる施設 午前９時から午後９時まで

� 別表第２に掲げる施設 終日

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、プラ

ザ（別表第２に掲げる施設を除く。）の利用時間を変更す

ることができる。

（休館日）

第５条 プラザの休館日は、次のとおりとする。

� 日曜日

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで（前

号に掲げる日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、別表第２に掲げる施設につい

ては、休館日においても利用することができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にプラザ

（別表第２に掲げる施設を除く。）を利用させることがで

きる。

４ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、プラ

ザ（別表第２に掲げる施設を除く。）の休館日を変更する

ことができる。

（自由利用）

第６条 プラザは、別表第１及び別表第２に掲げる施設並び

に管理運営上支障がある施設等を除き、自由な利用に供す

る。

（利用の制限等）

第７条 指定管理者は、プラザを利用する者が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、その利用を制限し、又

は退去を命ずることができる。プラザの管理運営上やむを

得ない理由があるときも、同様とする。

� プラザの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� プラザの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し

若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 別表第１及び別表第２に掲げる施設を利用しようと

する者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理者

の許可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、プラザ

の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その

許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、別表第１及び別表第２に掲げる施設

を利用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、前条第１項の許可をしないものとする。プ

ラザの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様と

する。

� プラザの秩序を乱すおそれがあるとき。

� プラザの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがある

とき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、第８条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し

、若しくは停止することができる。プラザの管理運営上や

むを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、プラザの利用の前に納付しなければならな

い。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ

、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額

の範囲内で指定管理者が定める額とする。
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２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がプラザの目的を達成するために利

用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がプラザの施設等を利用する者の間の均衡

を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、プラザの施設等

を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれに

よって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、プラザの管理に関し

必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（テクノプラザ愛媛使用料条例の廃止）

２ テクノプラザ愛媛使用料条例（平成２年愛媛県条例第２３

号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表第１（第４条、第６条、第８条、第９条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

テクノホール １時間につき ５，９２０円

研修室 １室１時間につき ２，６４０円

会議室 １室１時間につき １，６８０円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、そ

の端数を１時間として計算する。

２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として

計算する。

別表第２（第４条－第６条、第８条、第９条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

共同研究室 １平方メートル１月につき １，８３０円

インキュベート

・ルーム

１平方メートル１月につき １，８３０円

創業準備室 １区画１月につき ５，０００円

倉庫 １平方メートル１月につき ６１０円

第２駐車場 １台１月につき ３，０５０円

備考１ 利用期間に１月未満の端数があるときは、その

端数を１月として計算する。

２ 利用期間が１月未満のときは、１月として計算

する。
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�愛媛県条例第６２号
愛媛県産業情報センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県産業情報センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県産業情報センター（以下「セン

ター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 産業情報の収集、発信及び提供に関すること。

� 研修及び創業に必要な施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務（同条第１号に掲げる業務のう

ち知事が定める業務を除く。）の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（利用者）

第４条 センターを利用することができる者は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。

� 事業目的で利用する団体又は個人

� その他指定管理者が適当と認める者

（利用時間）

第５条 センターの利用時間は、午前９時から午後５時まで

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１に掲げる施設の利用

時間は、終日とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、セン
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ター（別表第１に掲げる施設を除く。）の利用時間を変更

することができる。

（休館日）

第６条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 日曜日及び土曜日

� 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで（前

号に掲げる日を除く。）

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１に掲げる施設につい

ては、休館日においても利用することができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンタ

ー（別表第１に掲げる施設を除く。）を利用させることが

できる。

４ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、セン

ター（別表第１に掲げる施設を除く。）の休館日を変更す

ることができる。

（利用の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、その利用を制限し、

又は退去を命ずることができる。センターの管理運営上や

むを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 別表第１及び別表第２に掲げる施設を利用しようと

する者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理者

の許可を受けなければならない。これを変更しようとする

ときも、同様とする。

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、別表第１及び別表第２に掲げる施設

を利用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、前条第１項の許可をしないものとする。セ

ンターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様

とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、第８条第１項の許可を受けた者（以

下「利用者」という。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制限し

、若しくは停止することができる。センターの管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければなら

ない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表第１及び別表第２に定める額

の範囲内で指定管理者が定める額とする。

２ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

３ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために

利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均

衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県産業情報センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県産業情報センター使用料条例（平成９年愛媛県条

例第６号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指
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定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表第１（第５条、第６条、第８条、第９条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

インキュベート

・ルーム

１平方メートル１月につき １，８３０円

指定駐車場 １台１月につき ３，０５０円

備考１ 利用期間に１月未満の端数があるときは、その

端数を１月として計算する。

２ 利用期間が１月未満のときは、１月として計算

する。

別表第２（第８条、第９条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

ネットワーク研修室 １時間につき １，９８０円

会議室 １時間につき １，３００円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、そ

の端数を１時間として計算する。

２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として

計算する。
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�愛媛県条例第６３号
愛媛県地域産業振興条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地域産業振興条例の一部を改正する条例

愛媛県地域産業振興条例（昭和５４年愛媛県条例第１３号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１項中「中小企業経営革新支援法」を「中小企業

の新たな事業活動の促進に関する法律」に改め、同条第２項

中「新事業創出促進法（平成１０年法律第１５２号）第２条第２

項第１号及び第３号」を「中小企業の新たな事業活動の促進

に関する法律第２条第２項第１号及び第２号」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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�愛媛県条例第６４号
愛媛県物産観光センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県物産観光センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県物産観光センター（以下「セン

ター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 県物産の調査及び紹介に関すること。

� 県物産の展示及びあっせんに関すること。

� 県内の観光及び産業に関し、情報の提供及び収集を行

うこと。

� 県内の観光及び産業に関し、展示を行うこと。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 県物産の展示及びあっせんの承諾に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間）

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後６時まで

とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

開館時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 センターの休館日は、次のとおりとする。

� 水曜日（水曜日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」と

いう。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない

日）

� １月１日から３日まで及び１２月２９日から３１日まで

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（出品）

第６条 センターに県物産の展示及びあっせんを依頼しよう

とする者は、指定管理者の定めるところにより、指定管理

者に申し込まなければならない。

２ 指定管理者は、前項の規定による申込みがあった場合に

おいて、当該県物産の展示及びあっせんが適当であると認

めるときは、これを承諾するものとする。この場合におい

て、センターの管理運営上又は公益上必要があると認める

ときは、条件を付することができる。

（自由利用）

第７条 センターは、管理運営上支障がある施設を除き、自

由に入館することができる。

（禁止行為）

第８条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしては

ならない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限り

でない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み
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� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

（入館の制限等）

第９条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、センターへの入館を

禁じ、その利用を制限し、又は退館を命ずることができる

。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、

同様とする。

� 前条の規定に違反し、又は違反するおそれがあるとき

。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（損害賠償等）

第１０条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１１条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県条例第６５号
えひめ森林公園管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

えひめ森林公園管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、えひめ森林公園（以下「公園」という

。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務等）

第２条 公園は、次に掲げる業務を行う。

� 県民の保健、休養及び森林体験の場の提供に関するこ

と。

� 森林及び林業に関する資料の展示に関すること。

� 森林及び林業に関する学習活動の指導に関すること。

� その他必要な業務

２ 公園の施設は、別表第１のとおりとする。

（指定管理者が行う業務）

第３条 公園の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）

は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条第１項各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 公園の利用の許可（第９条第１項の許可に限る。）に

関すること。

� 公園の利用の促進に関すること。

� 公園の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」とい

う。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開園時間等）

第４条 公園の開園時間は、午前９時から午後５時までとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、キャンプ場は、終日利用する

ことができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときはあらかじめ知事の承認を得て、又は知

事が特に必要があると認めて指示するときは、第１項の開

園時間及び前項の利用時間を変更することができる。

（休園日等）

第５条 公園の休園日は、１月１日から４日まで及び１２月２８

日から３１日までとする。

２ 次の表の左欄に掲げる施設の利用期間は、それぞれ同表

の右欄に掲げる期間とする。

キャンプ場 ６月１日から９月３０日まで

実習用苗畑 ３月１日から１１月３０日まで

３ 前２項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、臨時に休園し、又は休園日に公園を

利用させることができる。

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、指定管理者は、

特に必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を

得て、第１項の休園日及び第２項の利用期間を変更するこ

とができる。

（自由利用）

第６条 公園は、別表第２に掲げる施設、県民参加の森（森

林体験活動（伐採、下刈り、枝打ちその他の知事が定める

活動をいう。以下同じ。）のため利用する場合に限る。）

及び管理運営上支障がある施設等を除き、自由な利用に供

する。

（禁止行為）

第７条 公園を利用する者は、次に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

� 指定された場所以外の場所における次に掲げる行為

ア 立木竹の伐採又は植物の採取

イ キャンプ

ウ たき火

エ 車の乗入れ又は駐車

２ 前項の規定は、第９条第１項又は第２項の許可を受けた

者（以下「利用者」という。）の当該許可に係る行為につ

いては、適用しない。

（入園の制限等）

第８条 指定管理者は、公園を利用する者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、公園への入園を禁じ、そ

の利用を制限し、又は退園を命ずることができる。公園の

管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。
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� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� 公園の保安、風紀秩序又は衛生を乱し、又は乱すおそ

れがあるとき。

� 公園の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若

しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

２ 前項第３号の規定は、利用者の当該許可に係る行為につ

いては、適用しない。

（利用の許可）

第９条 別表第２に掲げる施設を利用しようとする者は、指

定管理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受け

なければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。

２ 県民参加の森を森林体験活動のため利用しようとする者

は、知事の定めるところにより、知事の許可を受けなけれ

ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする

。

３ 指定管理者は、第１項の許可をする場合において、公園

の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その

許可に条件を付することができる。

４ 前項の規定は、第２項の許可について準用する。

（許可の基準）

第１０条 指定管理者は、別表第２に掲げる施設を利用しよう

とする者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは

、前条第１項の許可をしないものとする。公園の管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 公園の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 公園の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあると

き。

２ 前項の規定は、前条第２項の許可について準用する。

（許可の取消し等）

第１１条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。公園の管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第９条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第９条第３項の規定により付された条件に違反したと

き。

２ 前項の規定は、第９条第２項の許可について準用する。

（損害賠償等）

第１２条 自己の責めに帰すべき理由により、公園の施設等を

滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによ

って生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１３条 この条例に定めるもののほか、公園の管理に関し必

要な事項は、知事が定める。

附 則

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

２ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

別表第１（第２条関係）

１ 森林学習展示館
２ フィールドアスレチック
３ キャンプ場
４ 実習用苗畑
５ 県民参加の森
６ 樹木園
７ 山菜栽培園
８ きのこ栽培園
９ 昆虫観察飼育施設
１０ 自然観察道
１１ 駐車場
１２ その他の施設

別表第２（第６条、第９条、第１０条関係）

１ 森林学習展示館研修室
２ フィールドアスレチック
３ キャンプ場
４ 実習用苗畑
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�愛媛県条例第６６号
指定水防管理団体の水防団員定員基準条例の一部を改正す

る条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定水防管理団体の水防団員定員基準条例の一部を改

正する条例

指定水防管理団体の水防団員定員基準条例（昭和２５年愛媛

県条例第４５号）の一部を次のように改正する。

「水防法第２７条」を「水防法（昭和２４年法律第１９３号）第

３４条」に、「次の各号による」を「、次のとおりとする」に

、「但し」を「ただし」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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�愛媛県条例第６７号
愛媛県港湾管理条例等の一部を改正する条例を次のように

公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県港湾管理条例等の一部を改正する条例

（愛媛県港湾管理条例の一部改正）

第１条 愛媛県港湾管理条例（昭和２８年愛媛県条例第４７号）

の一部を次のように改正する。

第４条第１項中「一に」を「いずれかに」に改め、同項

に次のただし書を加える。

ただし、知事が特別の事由があると認めたときは、こ

の限りでない。
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第１５条の見出し中「事務」を「事務等」に改め、同条に

次の１項を加える。

２ 知事は、前項第７号の規定により市町が徴収した占用

料、使用料及び土砂採取料の１０分の５に相当する金額の

範囲内で知事が定める額を、当該港湾の存する市町に交

付する。

第１５条の２を次のように改める。

（指定管理者による管理）

第１５条の２ 地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づ

き知事が指定する法人その他の団体（以下「指定管理者

」という。）に管理を行わせる港湾施設は、松山港高浜

地区に存する旅客施設（以下「旅客施設」という。）と

する。

２ 指定管理者は、次に掲げる業務を行わなければならな

い。

� 旅客施設の運営に関すること。

� 旅客施設の利用の促進に関すること。

� 旅客施設の施設、附属設備及び備品（以下「施設等

」という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

第１５条の２の次に次の５条を加える。

（指定管理者の指定）

第１５条の３ 指定管理者の指定を受けようとする法人その

他の団体は、申請書に管理計画書その他知事が定める書

類を添えて、知事が定める期日までに知事に提出しなけ

ればならない。

２ 知事は、前項の申請の手続について、あらかじめ、公

表しなければならない。

３ 知事は、第１項の規定による申請があつたときは、旅

客施設の管理を適正かつ確実に行うことができると認め

られる法人その他の団体であつて、旅客施設の設置の目

的を最も効果的かつ効率的に達成することができると認

められるものを選定し、議会の議決を経て、指定管理者

として指定するものとする。

（指定の公示等）

第１５条の４ 知事は、指定管理者の指定をしたとき、又は

その指定を取り消し、若しくは管理の業務の全部若しく

は一部の停止を命じたときは、当該指定管理者の名称、

住所その他の知事が定める事項を公示しなければならな

い。

２ 指定管理者は、その名称、住所その他の知事が定める

事項を変更しようとするときは、変更しようとする日の

２週間前までに、その旨を知事に届け出なければならな

い。

３ 知事は、前項の規定による届出があつたときは、その

旨を公示しなければならない。

（管理の基準）

第１５条の５ 指定管理者は、次に掲げる基準により、旅客

施設の管理に関する業務を行わなければならない。

� 港湾法その他関係法令を遵守し、適正な管理運営を

行うこと。

� 利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。

� 施設等の維持管理を適切に行うこと。

（自由利用）

第１５条の６ 旅客施設は、管理運営上支障がある施設等を

除き、自由な利用に供する。

（指定管理者の原状回復義務等）

第１５条の７ 指定管理者は、その指定の期間が満了したと

き、又は指定を取り消されたときは、その管理をしなく

なつた旅客施設を直ちに原状に回復しなければならない

。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。

２ 知事は、指定管理者が故意又は過失により旅客施設を

損傷し、又は滅失した場合は、原状回復又は損害賠償を

命ずることができる。

（愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例（昭和３９

年愛媛県条例第４８号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「第１５条の２」を「第１５条第２項」に、「

同条」を「同項」に改める。

附 則

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第

１条中愛媛県港湾管理条例第４条の改正規定及び同条例第１５

条の２の次に５条を加える改正規定（同条例第１５条の３及び

第１５条の４に係る部分に限る。）は、公布の日から施行する

。
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�愛媛県条例第６８号
愛媛県長期継続契約を締結することができる契約を定める

条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県長期継続契約を締結することができる契約を定

める条例

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１７の

規定に基づき、長期継続契約を締結することができる契約は

、次に掲げる契約とする。

� 電子計算機その他の物品を借り入れる契約（当該物品に

係る役務の提供が含まれる契約を含む。）で、商慣習上そ

の契約の期間が１年を超えることが一般的であるもの

� 庁舎の管理の業務その他の役務の提供を受ける契約で、

毎年４月１日から当該役務の提供を受ける必要があるもの

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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�愛媛県条例第６９号
愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校設置条例（昭和３９年愛媛県条例第１２号）の

一部を次のように改正する。

別表２吉田高等学校の項位置の欄中「北宇和郡吉田町」を

「宇和島市」に改め、同表三間高等学校の項同欄中「北宇和

郡三間町」を「宇和島市」に改め、同表津島高等学校の項同
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欄中「北宇和郡津島町」を「宇和島市」に改める。

附 則

この条例は、平成１７年８月１日から施行する。
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�愛媛県条例第７０号
愛媛県生活文化センター管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県生活文化センター管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県生活文化センター（以下「セン

ター」という。）の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（業務）

第２条 センターは、次に掲げる業務を行う。

� 県民の生活文化の向上を目的とする各種の行事又は集

会に必要な施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 センターの指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定

する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という

。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� センターの利用の許可に関すること。

� センターの利用に係る料金（以下「利用料金」という

。）の収受に関すること。

� センターの利用の促進に関すること。

� センターの施設、附属設備及び備品（以下「施設等」

という。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開所時間）

第４条 センターの開所時間は、午前９時から午後９時３０分

までとする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

開所時間を変更することができる。

（休所日）

第５条 センターの休所日は、月曜日（月曜日が国民の祝日

に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する

休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日

の直後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休所し、又は休所日にセンター

を利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休所日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 センターを利用する者は、次に掲げる行為をしては

ならない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限り

でない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「

利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適

用しない。

（入所の制限等）

第７条 指定管理者は、センターを利用する者が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、センターへの入所を

禁じ、その利用を制限し、又は退所を命ずることができる

。センターの管理運営上やむを得ない理由があるときも、

同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� センターの秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失

し若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

� 別表に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、センタ

ーの管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、そ

の許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利

用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、同項の許可をしないものとする。センターの管

理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� センターの秩序を乱すおそれがあるとき。

� センターの施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあ

るとき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。センターの管理運

営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。
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２ 利用料金は、センターの利用の前に納付しなければなら

ない。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納さ

せ、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管

理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備

及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が

定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者がセンターの目的を達成するために

利用するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者がセンターの施設等を利用する者の間の均

衡を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、センターの施設

等を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれ

によって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、センターの管理に関

し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県生活文化センター使用料条例の廃止）

２ 愛媛県生活文化センター使用料条例（昭和５０年愛媛県条

例第３１号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

大広間 １日につき ３０，８８０円

洋室 １室１日につき １９，１６０円

和室 １室１日につき ４，０００円

備考１ 第４条の開所時間以外の時間に利用する場合の

利用料金の額は、１時間（利用時間に１時間未満

の端数があるとき、又は利用時間が１時間に満た

ないときは、１時間とする。）につき、次の表に

定める額の範囲内の額を加算した額とする。

区 分 金 額

大広間 ３，５２０円

洋室 ２，０９０円

和室 ４００円

２ 洋室の利用に係るガス料金については、実費を

徴収する。
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�愛媛県条例第７１号
愛媛県県民文化会館管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県民文化会館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県県民文化会館（以下「会館」と

いう。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 会館は、次に掲げる業務を行う。

� 県民の文化の振興を図るための各種の行事又は集会に

必要な施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 会館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、知事が指定する

法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」という。）

は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 会館の利用の許可に関すること。

� 会館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）

の収受に関すること。

� 会館の利用の促進に関すること。

� 会館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」とい

う。）の維持管理に関すること。

� その他知事が定める業務

（開館時間）

第４条 会館の開館時間は、午前９時から午後１０時までとす

る。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項の

開館時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 会館の休館日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休日
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（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の直

後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に会館を利

用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て、同項

の休館日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 会館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはなら

ない。ただし、知事の許可を受けた場合は、この限りでな

い。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「

利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適

用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、会館を利用する者が次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、会館への入館を禁じ、そ

の利用を制限し、又は退館を命ずることができる。会館の

管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� 会館の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 会館の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し若

しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。

（利用の許可）

第８条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

� 別表に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、会館の

管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その許

可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利

用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、同項の許可をしないものとする。会館の管理運

営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 会館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 会館の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがあると

き。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。会館の管理運営上

やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、会館の利用の前に納付しなければならない

。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ、

又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管

理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備

及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が

定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ知事の承認を受けなければならない。その額を

変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が会館の目的を達成するために利用

するとき。

� 知事が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が会館の施設等を利用する者の間の均衡を

失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、会館の施設等を

滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれによ

って生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、会館の管理に関し必

要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。
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（愛媛県県民文化会館使用料条例の廃止）

２ 愛媛県県民文化会館使用料条例（昭和６０年愛媛県条例第

２１号）は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際知事がした使用の許可その他の行為

で現にその効力を有するもの又は現に知事に対してされて

いる申請その他の行為で、この条例の施行の日以後は、指

定管理者が管理することとなる業務に係るものは、同日以

後においては、この条例中の相当する規定に基づいて指定

管理者がした利用の許可その他の行為又は指定管理者に対

してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

メインホール １日につき ５６２，７００円

サブホール １日につき ２４７，１００円

多目的ホール １日につき ８４４，０６０円

リハーサル室 １室１日につき １８，１４０円

楽屋 １室１日につき ２，３４０円

会議室 １室１日につき １７５，３３０円

備考 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の利

用料金の額は、１時間（利用時間に１時間未満の端

数があるとき、又は利用時間が１時間に満たないと

きは、１時間とする。）につき、次の表に定める額

の範囲内の額を加算した額とする。

区 分 金 額

メインホール ８２，７２０円

サブホール ３６，３２０円

多目的ホール １０１，２８０円

リハーサル室 ２，６６０円

楽屋 ３４０円

会議室 ２５，２４０円
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�愛媛県条例第７２号
愛媛県武道館管理条例を次のように公布する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県武道館管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、愛媛県武道館（以下「武道館」という

。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（業務）

第２条 武道館は、次に掲げる業務を行う。

� スポーツ行事の実施に関すること。

� スポーツに関する情報の収集及び提供に関すること。

� 体力の保持及び増進に関する相談及び指導に関するこ

と。

� 施設の提供に関すること。

� その他必要な業務

（指定管理者が行う業務）

第３条 武道館の指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、教育委員会が

指定する法人その他の団体をいう。以下「指定管理者」と

いう。）は、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 前条各号に掲げる業務の実施に関すること。

� 武道館の利用の許可に関すること。

� 武道館の利用に係る料金（以下「利用料金」という。

）の収受に関すること。

� 武道館の利用の促進に関すること。

� 武道館の施設、附属設備及び備品（以下「施設等」と

いう。）の維持管理に関すること。

� その他教育委員会が定める業務

（開館時間）

第４条 武道館の開館時間は、午前９時から午後９時までと

する。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、

同項の開館時間を変更することができる。

（休館日）

第５条 武道館の休館日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に

関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第３条に規定する休

日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日の

直後の休日でない日）とする。

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、臨時に休館し、又は休館日に武道館を

利用させることができる。

３ 第１項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て

、同項の休館日を変更することができる。

（禁止行為）

第６条 武道館を利用する者は、次に掲げる行為をしてはな

らない。ただし、教育委員会の許可を受けた場合は、この

限りでない。

� 寄附の募集

� 爆発物その他の危険物の持込み

� 行商その他これに類する行為

� 宣伝その他これに類する行為

� 広告物の表示若しくは配布又は広告物を掲出する物件

の設置

２ 前項の規定は、第８条第１項の許可を受けた者（以下「

利用者」という。）の当該許可に係る行為については、適

用しない。

（入館の制限等）

第７条 指定管理者は、武道館を利用する者が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、武道館への入館を禁じ

、その利用を制限し、又は退館を命ずることができる。武

道館の管理運営上やむを得ない理由があるときも、同様と

する。

� 前条第１項の規定に違反し、又は違反するおそれがあ

るとき。

� 武道館の秩序を乱し、又は乱すおそれがあるとき。

� 武道館の施設等を滅失し若しくは損傷し、又は滅失し

若しくは損傷するおそれがあるとき。

� 指定管理者の職員の指示に従わないとき。
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（利用の許可）

第８条 次に掲げる施設等を利用しようとする者は、指定管

理者の定めるところにより、指定管理者の許可を受けなけ

ればならない。これを変更しようとするときも、同様とす

る。

� 別表に掲げる施設

� 指定管理者が定める附属設備及び備品

２ 指定管理者は、前項の許可をする場合において、武道館

の管理運営上又は公益上必要があると認めるときは、その

許可に条件を付することができる。

（許可の基準）

第９条 指定管理者は、前条第１項各号に掲げる施設等を利

用しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、同項の許可をしないものとする。武道館の管理

運営上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� 武道館の秩序を乱すおそれがあるとき。

� 武道館の施設等を滅失し、又は損傷するおそれがある

とき。

（許可の取消し等）

第１０条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、その許可を取り消し、又は利用を制

限し、若しくは停止することができる。武道館の管理運営

上やむを得ない理由があるときも、同様とする。

� この条例に違反し、又は指定管理者の職員の指示に従

わないとき。

� 偽りその他不正な手段により第８条第１項の許可を受

けたとき。

� 風俗を乱すおそれがあるとき。

� 第８条第２項の規定により付された条件に違反したと

き。

（利用料金の納付）

第１１条 利用者は、利用料金を指定管理者に納付しなければ

ならない。

２ 利用料金は、武道館の利用の前に納付しなければならな

い。ただし、指定管理者が必要と認めるときは、後納させ

、又は分納させることができる。

３ 利用料金は、指定管理者の収入とする。

（利用料金の額）

第１２条 利用料金の額は、別表に定める額の範囲内で指定管

理者が定める額とする。

２ 前項に定めるもののほか、指定管理者が定める附属設備

及び備品の利用料金の額は、実費を勘案して指定管理者が

定める額とする。

３ 指定管理者は、利用料金の額を定めようとするときは、

あらかじめ教育委員会の承認を受けなければならない。そ

の額を変更しようとするときも、同様とする。

４ 指定管理者は、前項の承認を受けたときは、利用料金の

額を公表しなければならない。

（利用料金の減免）

第１３条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、利用料金を減免することができる。

� 県又は指定管理者が武道館の目的を達成するために利

用するとき。

� 教育委員会が特に必要があると認めて指示するとき。

� 指定管理者が武道館の施設等を利用する者の間の均衡

を失しない範囲内において適当と認めるとき。

（利用料金の不還付）

第１４条 指定管理者が既に収受した利用料金は、還付しない

。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限

りでない。

� 天災その他利用者の責めに帰することができない理由

により利用が不能となったとき。

� 前号に掲げるもののほか、指定管理者がやむを得ない

と認めたとき。

（損害賠償等）

第１５条 自己の責めに帰すべき理由により、武道館の施設等

を滅失し、又は損傷した者は、原状回復をし、又はそれに

よって生じた損害を賠償しなければならない。

（補則）

第１６条 この条例に定めるもののほか、武道館の管理に関し

必要な事項は、教育委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

（愛媛県武道館使用料条例の廃止）

２ 愛媛県武道館使用料条例（昭和２８年愛媛県条例第５４号）

は、廃止する。

（経過措置）

３ この条例の施行の際教育委員会がした使用の許可その他

の行為で現にその効力を有するもの又は現に教育委員会に

対してされている申請その他の行為で、この条例の施行の

日以後は、指定管理者が管理することとなる業務に係るも

のは、同日以後においては、この条例中の相当する規定に

基づいて指定管理者がした利用の許可その他の行為又は指

定管理者に対してされた申請その他の行為とみなす。

４ この条例の施行前の使用に係る使用料の徴収及び還付に

ついては、なお従前の例による。

別表（第８条、第１２条関係）

区 分 単 位 金 額

主道場 １日につき ８９４，３００円

柔道場 １日につき ６４，８００円

剣道場 １日につき ６４，８００円

副道場 １日につき ３５，３００円

会議室 １室１時間につき １，５００円

トレーニング施設 １人１回につき ３，０００円

備考１ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、そ

の端数を１時間として計算する。

２ 利用時間が１時間未満のときは、１時間として

計算する。

３ 第４条の開館時間以外の時間に利用する場合の

利用料金の額は、１時間（利用時間に１時間未満

の端数があるとき、又は利用時間が１時間に満た

ないときは、１時間とする。）につき、次の表に

定める額の範囲内の額を加算した額とする。

区 分 金 額

主道場 ８４，１００円
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柔道場 ６，４９０円

剣道場 ６，４９０円

副道場 ３，８５０円
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�愛媛県条例第７３号
愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議

員の数に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布

する。

平成１７年７月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべ

き議員の数に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県議会議員の定数及び各選挙区において選挙すべき議

員の数に関する条例（平成６年愛媛県条例第３６号）の一部を

次のように改正する。

附則第４項中「市町村の合併の特例に関する法律」を「旧

市町村の合併の特例に関する法律」に、「合併特例法」を「

旧合併特例法」に改める。

附則第５項中「合併特例法」を「旧合併特例法」に改める

。

附則に次の１項を加える。

６ 旧合併特例法附則第２条第２項の規定によりなおその効

力を有することとされる旧合併特例法第１５条第１項の規定

により、宇和島市及び北宇和郡の区域に係る愛媛県議会議

員の選挙区は、平成１７年８月１日からその日に在任してい

る愛媛県議会議員の任期が終わる日までの間に限り、なお

従前の選挙区による。

附 則

この条例は、平成１７年８月１日から施行する。

平成１７年７月１９日 印刷
平成１７年７月１９日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３４
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